
豊田市公共施設等総合管理計画（改定版） 新旧対照表
※主な改定内容を記載しています。
※改定箇所を下線としています。

頁 現行（2017年3月策定） 改定内容 改定理由
第１章　計画の位置付け等 第１章　計画の位置付け等
１　背景・目的 １　背景・目的

1

今後、本市においても老朽化した公共施設等が増加し、これらの更新時期
が集中し、それに係る経費が大きな財政負担となることが見込まれる。その
一方で、東海・東南海・南海地震を始めとした大規模自然災害の発生リスク
の高まりが懸念されており、人命や財産を守るためにも公共施設等の適切な
管理が求められている。
（略）
今後、本市では国の税制改正などに伴い財政状況が厳しくなることが見込

まれ、限られた財源の中で公共施設等を効率的かつ適切に管理していくこと
が求められている。
本市は、これまでも一部の施設で長寿命化計画の策定や予防保全型管理の

導入等を始めとして、公共施設等の計画的な管理に取り組んできたが、本市
を取り巻く状況が刻々と変化する中で持続可能な施設の管理を行っていくた
めには、将来の財政状況や施設需要の動向を考慮しつつ、施設全体を中長期
的な視点を持って管理することが重要であり、その基本方針を示す計画とし
て、本計画を策定することとする。

今後、本市においても老朽化した公共施設等が増加するとともに、これ
らの更新時期が集中し、それに係る経費が大きな財政負担となることが見
込まれる。その一方で、東海・東南海・南海地震を始めとした大規模自然
災害の発生リスクの高まりが懸念されていることや、国の税制改正などに
伴い財政状況が厳しくなることが見込まれているため、これらを踏まえ
て、公共施設等を効率的かつ適切に管理していくことが求められている。
（略）
こうした中、本市では、2017年3月に「豊田市公共施設等総合管理計

画」（以下、「本計画」という。）を策定し、中長期的な視点で、公共施
設等を総合的かつ計画的に管理するための基本的な方針を示し、公共施設
マネジメントに取り組んできた。今回、施設ごとの具体的な管理の取組方
針を示した「個別施設計画」の策定や総務省からの改定要請など、本市を
取り巻く状況の変化を踏まえて、本計画の改定を行った。
（略）

現行計画策定以降の状況変化を踏まえ
た記載内容の修正

２　計画の位置づけ ２　計画の位置づけ

2

　本計画は、上位計画である「第８次豊田市総合計画・前期実践計画」の基
本施策に掲げる「公共施設等の適切な管理の推進」を具体化するものであ
る。
　また、本計画に基づいて、施設ごとに具体的な管理の取組内容を示す「個
別施設計画」を策定することとし、公共施設等の将来の状況や需要を見据え
た適切なマネジメントを推進する。

　本計画は、上位計画である「第８次豊田市総合計画・後期実践計画」の
重点施策「まちの課題解決力の強化」における「持続可能な地域経営」を
具体化するものである。
また、本計画に基づいて、施設ごとに（削除）管理の取組方針を示す「個
別施設計画」を策定した。今後は、公共施設等の将来の状況や需要を見据
えた適切なマネジメントを推進する。

第８次豊田市総合計画・後期実践計画
との整合

1/41



頁 現行（2017年3月策定） 改定内容 改定理由
４　計画期間 ４　計画期間

2

（略）
本計画では、将来人口の動向等を踏まえ、概ね40年先の公共施設等の状況や
更新費等を見通しつつ、計画期間は2017年度から2026年度までの10年間と
する。

（略）
本計画では、将来人口の動向等を踏まえ、概ね35年先の公共施設等の状況
や更新費等を見通しつつ、計画期間は2017年度から2026年度までの10年
間とする。

時点修正

第2章　本市の現状 第2章　本市の現状
１　人口及び財政状況 １　人口及び財政状況
（２）財政状況の推移と今後の見通し （２）財政状況の推移と今後の見通し

5

2007年度から2016年度までの各年度の予算規模は、1,556億円から
1,859億円の間で推移している。2009年度には、リーマンショックにより
市税収入が減少したものの、2014年度以降回復し始め、リーマンショック
前の水準に戻りつつある。
しかし、本市の歳入の中心である法人市民税は、社会経済動向に大きく左

右され、2017年度は減収が見込まれることに加え、2021年度には、地方
交付税の合併特例措置が終了することや国の税制改正に伴う法人市民税の一
部国税化等の影響を受け、大幅な減収も見込まれている。
こうした状況に対応するため、事業の効率化、選択と集中の徹底や民間活

力の積極的な活用等に取り組み、今後の歳入減を見据えた適切な予算規模へ
転換を図る必要がある。公共施設等の管理においても、限られた財源の中で
計画的かつ効率的に事業を推進し、市民の安全・安心を確保していく必要が
ある。

2011年度から2020年度までの各年度の予算規模は、1,586億円から
1,859億円の間で推移している。
　本市の市税収入は新型コロナウイルス感染症による社会経済への影響を
受けて、2021年度は大幅な減額を見込む。また、2021年度からは、法人
市民税の一部国税化の影響が最大となることに加え、地方交付税の合併特
例も終了となることから、今後、景気が回復したとしても、極めて厳しい
財政状況が続くことになる。
　こうした状況に対応するため、事業・事務の最適化、選択と集中の徹底
や民間活力の積極的な活用等に取り組み、歳入に見合った予算規模への転
換を図る必要がある。公共施設等の管理においても、限られた財源の中で
計画的かつ効率的に事業を推進し、市民の安全・安心を確保していく必要
がある。

時点修正

図表2－4 各年度当初予算額（費目別歳入）の推移と予算の見込み 図表2－4 各年度当初予算額（費目別歳入）の推移と予算の見込み

5 時点修正

見込み

※2021～2024年度の数値は、各年度の歳入予算の見込額である。

見込み

※2017～2020年度及び2021～2024年度の数値は、各年度の歳入の見込額である。
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頁 現行（2017年3月策定） 改定内容 改定理由
図表2－5 各年度当初予算額（費目別歳出）の推移と予算の見込み 図表2－5 各年度当初予算額（費目別歳出）の推移と予算の見込み

6 時点修正

２　公共施設等の現状と課題 ２　公共施設等の現状と今後の経費見込み 現状の運用と合わせた記載内容の修正

（１）公共建築物 （１）公共建築物

6
本市では、高度経済成長期における人口増加や行政需要の増大に合わせて
施設整備・拡充を進めてきた結果、2016年３月末時点で1,165施設、
3,788棟の公共建築物を保有するに至っている。

本市では、高度経済成長期における人口増加や行政需要の増大に合わせ
て施設整備・拡充を進めてきた結果、2019年３月末時点で1,046施設、
3,630棟の公共建築物を保有するに至っている。

時点修正

見込み

※2021～2024年度の数値は、各年度の歳出予算の見込額である。

見込み

※2017～2020年度及び2021～2024年度の数値は、各年度の歳出の見込額である。
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頁 現行（2017年3月策定） 改定内容 改定理由
図表2－6 公共建築物の類型と主な施設（2016年３月末時点） 図表2－6 公共建築物の類型と主な施設（2019年３月末時点）

7 時点修正

7

公共建築物の総延床面積は1,698,507㎡となっている。施設類型別の内訳
をみると、学校教育系施設が総延床面積の38.9％（661,491㎡）を占め、
最も多く、次いでスポーツ・レクリエーション・観光施設が12.6％
（213,554㎡）となっている。

　公共建築物の総延床面積は1,702,600㎡となっている。施設類型別の内
訳をみると、学校教育系施設が総延床面積の38.9％（664,617㎡）を占
め、最も多く、次いでスポーツ・レクリエーション・観光施設が12.5％
（212,711㎡）となっている。

時点修正
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頁 現行（2017年3月策定） 改定内容 改定理由
図表2－7　施設類型別の延床面積割合 図表2－7　施設類型別の延床面積割合

8

また、築年数別の施設状況をみると、｢30年以上40年未満｣が489,660㎡と
最も多く、次いで｢10年以上20年未満｣が402,099㎡となっている。
施設類型別でみると、産業系施設や学校教育系施設で築30年以上の老朽化し
た建物の割合が高くなっている。

また、築年数別の施設状況をみると、｢30年以上40年未満｣が429,323㎡
と最も多く、次いで｢20年以上30年未満｣が358,625㎡となっている。
施設類型別でみると、学校教育系施設や市民文化系施設、産業系施設で築
30年以上の老朽化した建物の割合が高くなっている。

図表2－8 築年数別の延床面積 図表2－8 築年数別の延床面積

8 時点修正

時点修正
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頁 現行（2017年3月策定） 改定内容 改定理由
図表2－9 築年数別の類型別延床面積 図表2－9 築年数別の類型別延床面積

9 時点修正

9

本市では、施設の安全性を確保するため、保有する公共建築物に対し、耐震
化などの対策を実施するとともに、2007年度から公共建築物延命化実行計
画による屋根・外壁、設備の計画的な修繕を行ってきた。今後は、厳しい財
政状況が見込まれる中で、施設の更なる老朽化対策が必要となることから、
効率的に管理を行い、財政負担の軽減や平準化を進めていくことが重要であ
る。

本市では、施設の安全性を確保するため、保有する公共建築物に対し、耐
震化などの対策を実施するとともに、2004年度から「公共建築物延命化計
画」による屋根・外壁、指定設備の計画的な修繕を行ってきた。今後は、
厳しい財政状況が見込まれる中で、施設の更なる老朽化対策が必要となる
ことから、効率的に管理を行い、財政負担の軽減や平準化を進めていくこ
とが重要である。

現状の運用と合わせた記載内容の修正
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頁 現行（2017年3月策定） 改定内容 改定理由
（２）インフラ施設 （２）インフラ施設
①道路施設 ①道路施設
図表2-10 道路施設保有量 図表2-10 道路施設保有量

10 時点修正

②河川施設 ②河川施設

10
現状把握している河川施設は、以下の表のとおりである。このほか、山村地
域を中心に把握できていない施設が多数あるため、今後も施設数や老朽化等
の現状把握が必要である。

本市の河川施設は、以下の表のとおりである。このほか、（削除）把握で
きていない施設が多数あるため、今後も施設数や老朽化等の現状把握が必
要である。

記載内容の整理

図表2－11 河川施設保有量 図表2－11 河川施設保有量

10 時点修正

対象施設 保有量

舗装 2,416km(市道延長 2,562km)

橋りょう 1,183橋

横断歩道橋 40橋

トンネル 3本

シェッド 2基

大型カルバート 8箇所

道路土工構造物 1,107基

道
路
附
属
施
設

門型標識 5基

大型標識 227基

道路照明灯 約 6,200基

小型標識 約 2,200基

道路反射鏡 約 9,200基

対象施設 保有量

舗装 2,417km(市道延長 2,566km)
橋りょう 1,185橋
トンネル 3本

シェッド 2本
横断歩道橋 40 橋

道
路
附
属
施
設

門型標識 4基

片持標識 248基

道路照明灯 約 5,800灯

路側標識 約 2,200 基

道路反射鏡 約 8,800基

対象施設 保有量

準用河川 105河川（総延長 191.7km）

普通河川 499河川（総延長 593.6km）

樋門・樋管 24施設

調整池 91施設

貯留施設 7 施設

雨水管路 25地区（区域面積492.4ha）

放水路 6施設（総延長 10.0km）

対象施設 保有量

準用河川 103河川（総延長 161.4km）

普通河川 468河川（総延長 528.0km）

樋門・樋管 20施設

調整池 112施設

学校貯留施設 7施設

雨水管路 71地区（削除）

放水路 7施設（総延長 10.1km）

法定外水路 60箇所
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頁 現行（2017年3月策定） 改定内容 改定理由
③農業土木施設 ③農業土木施設
図表2-12 農業土木施設保有量 図表2-12 農業土木施設保有量

11 時点修正

④林道施設 ④林道施設
図表2－13 林道施設保有量 図表2－13 林道施設保有量

11 時点修正

⑤公園施設 ⑤公園施設
図表2－14 公園施設保有量 図表2－14 公園施設保有量

12 時点修正

⑥水道施設 ⑥水道施設

12
本市の水道施設は、以下の表のとおりである。導水管や送水管などの管渠が
多い。

本市の水道施設は、以下の表のとおりであり、計画的に管理していくこと
が重要である。

現状の運用と合わせた記載内容の修正

対象施設 施設数 数量

都市公園
182箇

所

7,381施設 
内訳：園路広場：671、修景施設：318、休養施設：

1,430、 

遊戯施設：711、運動施設：75、教養施設：

12、 

便益施設：279、管理施設：3,885

地域広場
574箇

所

2,328施設 
内訳：修景施設：19、休養施設：61、遊戯施設：2,050、

運動施設：187、便益施設：11 

対象施設 保有量

農道 
農道 630㎞

農道橋 123か所

用排水路
用排水路 1,643㎞

揚水機場 35施設

排水機場 7施設（延床面積 647 ㎡）

樋門・樋管 49施設

ため池 
防災重点ため池 110か所

その他ため池 109か所

対象施設 保有量

林道 238路線（総延長 441.3km）

林道橋 54橋

対象施設 保有量

林道 237 路線（総延長436.3Km）

林道橋 59橋

対象施設 保有量

農道 
農道 630㎞

農道橋 107か所

用排水路
用排水路 1,643 ㎞

揚水機場 33施設

排水機場 7施設（延床面積647㎡）

樋門・樋管 49 施設

ため池 
防災重点ため池 61か所

その他ため池 162か所
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頁 現行（2017年3月策定） 改定内容 改定理由
図表2－15 水道施設保有量 図表2－15 水道施設保有量

12 時点修正

⑦下水道施設 ⑦下水道施設
図表2－16 下水道施設保有量 図表2－16 下水道施設保有量

13 時点修正

13

本市では、施設の安全性を確保するため、保有する公共建築物に対し、耐震
化などの対策を実施するとともに、2007年度から「公共建築物延命化実行
計画」による屋根・外壁、設備の計画的な修繕を行ってきた。今後は、厳し
い財政状況が見込まれる中で、施設の更なる老朽化対策が必要となることか
ら、効率的に管理を行い、財政負担の軽減や平準化を進めていくことが重要
である。

本市では、施設の安全性を確保するため、保有する公共建築物に対し、耐
震化などの対策を実施するとともに、2004年度から「公共建築物延命化計
画」による屋根・外壁、設備の計画的な修繕を行ってきた。今後は、厳し
い財政状況が見込まれる中で、施設の更なる老朽化対策が必要となること
から、効率的に管理を行い、財政負担の軽減や平準化を進めていくことが
重要である。

延命化実行計画の上位計画である延命
化計画に記載を整理

(新） （３）中長期経費見込み

13 （新）

本市における公共施設等の更新、改修、修繕等に係る経費は施設の老朽
化の進行や更新時期の到来により増加していく見込みである。
2030年代後半から建築物の更新時期が集中し、経費の増加が懸念される

ため、更新時期の平準化を進める必要がある。

総務省作成の策定指針に基づき項目を
追加

対象施設 保有量

導水管 46Km

送水管 344Km

配水管 3,266Km

取水場 38施設

浄水場 28施設

配水場（配水池） 126施設

ポンプ棟 151施設

その他施設（減圧水槽・管理
棟・事務棟等）

52施設

対象施設 保有量

管路施設 1,591Km

処理施設 19施設

ポンプ施設 237施設

対象施設 保有量

管路施設 1,486Km

処理施設 21施設

ポンプ施設 231施設

対象施設 保有量

導水管 49Km

送水管 166Km

配水管 3,378Km

浄水場 39施設

配水場（配水池） 165施設

ポンプ棟 131施設

その他施設（管理棟・事務棟） 3施設
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頁 現行（2017年3月策定） 改定内容 改定理由
（新） 図表2－17 今後の経費の見通し（試算値）

13 （新）
総務省作成の策定指針に基づき項目を
追加

（新）
図表2－1８ 参考資料：水道・下水道事業における今後の経費の見通し
（試算値）

14 （新）
総務省作成の策定指針に基づき項目を
追加

（３）課題 （４）公共施設等の管理における今後の課題 現状の運用と合わせた記載内容の修正

14
学校や交流館などの公共建築物や道路、公園、上下水道などのインフラ施設
については、これまで、公共建築物延命化実行計画や道路施設管理方針な
ど、必要に応じて個別に施設の管理方針等を作成し管理を行ってきた。

学校や交流館などの公共建築物や道路、公園、上下水道などのインフラ施
設については、これまで、「公共建築物延命化計画」や「道路施設管理方
針」など、必要に応じて個別に施設の管理方針等を作成し管理を行ってき
た。

現状の運用と合わせた記載内容の修正
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※水道・下水道事業については、公営企業会計のため除く。

※2021年度から2026年度は、第３章で設定する「施設の維持に関する事業費」の目標指標に準じた計上とする。
2027年度以降は、現時点の見通しを示すものであり、各年度の事業規模及び対策内容を担保するものではな
い。

※建築物（更新）費用は、実績に基づく建築区分別の標準単価（円/㎡）で算出した概算費用のため、実際の更新
費用とは異なる。

※建築物（更新）費用は、学校施設（小学校、中学校、特別支援学校）は築後80年、その他の建築物は築後57
年で既存施設と同規模の更新を行う場合で試算した費用。（外構整備、既存施設の解体費用は含まない）

※水道事業経費は、水道ストックマネジメント計画による平準化した更新事業費を元に算出（更新費及び事

後保全予算を計上）

※下水道事業経費は、下水道ストックマネジメント計画による平準化した更新事業費を元に算出（維持管理

費及び改修・更新費の総額を計上）

※現時点の見通しを示すものであり、各年度の事業規模及び対策内容を担保するものではない。
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頁 現行（2017年3月策定） 改定内容 改定理由
第３章 公共施設等の管理に関する全体方針 第３章 公共施設等の管理に関する全体方針
１　基本方針 １　基本方針
（２）更新時期の平準化と総量抑制を始めとしたトータルコストの縮減 （２）更新時期の平準化と総量抑制を始めとしたトータルコストの縮減

15
・施設の更新が集中する2028年以降を見据え、更新時期の平準化の取組を
進める。

・施設の更新が集中する2030年代以降を見据え、更新時期の平準化の取組
を進める。

経費の見通しを踏まえた修正

（４）計画的な管理の推進 （４）計画的な管理の推進

15
・施設区分ごとに個別施設計画を策定し、定期的な点検や診断等により施設
の状況を把握した上で、適切な管理手法、管理体制の下、計画的な管理を
PDCAサイクルにより継続的に進める。

・（削除）定期的な点検や診断等により施設の状況を把握した上で、適切
な管理手法、管理体制の下、計画的な管理を個別施設計画に基づきPDCAサ
イクルにより継続的に進める。

個別施設計画の策定を踏まえた記載の
整理

２ 公共建築物及びインフラ施設の管理方針 ２ 公共建築物及びインフラ施設の管理方針
（１） 公共建築物 （１） 公共建築物

15

これまでも、公共建築物をより長く安全に使用していくため、「延命化」
の取組を計画的に進めてきた。今後は、国等が示す「長寿命化」に名称を改
め、引き続き取組を進めていく中で、施設の更新時期の平準化を図るととも
に、施設の総量抑制等により、トータルコストの縮減を図る。
① 管理区分の設定
施設の特性に応じて対象施設を分類し、維持管理及び更新の視点から最適化
の方針を整理した、「管理区分」を設定する。
② 維持管理、更新の方針に基づき、計画的な管理を実施
維持管理については、将来的な更新を見据えつつ、施設の特性や状況から優
先度を判断し、長寿命化により更新時期の平準化を図る。

また、更新については、将来の施設需要を適宜判断し、統合（機能の集
約化・複合化）や廃止などにより、総量抑制の取組を進める。

これまでも、公共建築物をより長く安全に使用していくため、長寿命化
の取組を計画的に進めてきた。今後は、（削除）引き続き取組を進めてい
く中で、施設の更新時期の平準化を図るとともに、施設の総量抑制等によ
り、トータルコストの縮減を図る。
（削除）
また、更新については、将来の施設需要を適宜判断し、統合（機能の集

約化・複合化）や廃止などにより、総量抑制の取組を進める。

現状の運用と合わせた記載内容の修正
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頁 現行（2017年3月策定） 改定内容 改定理由
図表3-2 管理区分のパターン（イメージ図） 図表3-1 管理区分のパターン（イメージ図）

15 （削除） 現状の運用と合わせた記載内容の修正

（２）インフラ施設 （２）インフラ施設

① 施設の特性、重要度、利用状況等から管理区分を設定 ① 施設の特性、重要度、利用状況等から管理手法を設定 現状の運用と合わせた記載内容の修正

16

道路、公園、上下水道など施設区分ごとに、予防保全と事後保全を組み合
わせたインフラ施設の維持管理に関する「管理区分」を設定する。
予防保全の対象施設については、重要度の高い施設で、損傷が軽微な状態か
ら予防的な修繕を行うことで、施設の更新時期の平準化と管理にかかる経費
の縮減が期待できる施設（市指定緊急輸送道路、重要橋りょうなど）とす
る。

道路、公園、上下水道など施設区分ごとに、予防保全と事後保全を組み
合わせたインフラ施設の維持管理に関する「管理手法」を設定する。
予防保全の対象施設については、重要度の高い施設で、損傷が軽微な状態
から予防的な修繕を行うことで、施設の更新時期の平準化と管理にかかる
経費の縮減が期待できる施設（（削除）舗装（損傷の進行が早い道路
等）、重要橋りょうなど）とする。

現状の運用と合わせた記載内容の修正

② 管理区分ごとに「対策を実施する判断基準（以下「管理基準」とい
う。）」を設定

② 管理手法ごとに「対策を実施する判断基準（以下「管理基準」とい
う。）」を設定

現状の運用と合わせた記載内容の修正

16
管理区分の設定に当たっては、施設類型ごとに、「予防保全・事後保全」の
区分や施設の特性、重要度等を踏まえた管理基準を設定する。

管理手法の設定に当たっては、施設類型ごとに、「予防保全・事後保全」
の区別や施設の特性、重要度等を踏まえた管理基準を設定する。

現状の運用と合わせた記載内容の修正

【パターン１】予防保全型（劣化予測型）
点検等により機能低下を把握し、目標 
管理基準に達した段階で予防的な対策を
実施する。 
（例）道路施設：重要橋りょう、トンネル

河川施設：重要な樋門・樋管 など 

【パターン２】予防保全型（時間計画保全型） 
     各施設や設備の特性に応じ、一定の 

周期を予め定め、期間が経過した時点で 
対策を実施する。 
（例）水道施設：基幹管路(送水管、導水管) 

下水道施設：管渠（圧送管）  など 

【パターン３】予防保全型（劣化監視型）
  点検等により機能低下を把握し、 
限界管理基準に達した段階で対策を
 実施する。 
（例）道路施設：舗装（重要路線）

河川施設：準用河川（重要施設）
公園施設：遊戯施設      など 

【パターン４】事後保全型 
巡視等により劣化・損傷が把握できた
時点で対策を実施する（将来的な利活用、
利用状況を踏まえ、用途変更、廃止等を
視野に入れた管理を実施することを原則 
とする）。 
（例）農業土木施設：農道、用排水路

林道施設：林道 など
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頁 現行（2017年3月策定） 改定内容 改定理由
③ 点検、診断等に基づく計画的な維持管理の実施 ③ 点検、診断等に基づく計画的な維持管理の実施

16
管理基準を設定した施設については、管理区分の管理方針に基づき、点検、
診断、評価により施設の健全度を判断し、健全度が管理基準を下回らないよ
う計画的な修繕を実施する。

管理基準を設定した施設については、管理手法ごとの管理方針に基づき、
点検、診断、評価により施設の健全度を判断し、健全度が管理基準を下回
らないよう計画的な修繕を実施する。

現状の運用と合わせた記載内容の修正

③ 点検、診断等に基づく計画的な維持管理の実施 ③ 点検、診断等に基づく計画的な維持管理の実施
図表3－２　管理区分のパターン（イメージ図） 図表3－1 管理手法のパターン（イメージ図） 現状の運用と合わせた記載内容の修正

17 現状の運用と合わせた記載内容の修正

【パターン１】予防保全型（劣化予測型）
点検等により機能低下を把握し、目標 
管理基準に達した段階で予防的な対策を
実施する。 
（例）道路施設：重要橋りょう、トンネル

河川施設：重要な樋門・樋管 など 

【パターン２】予防保全型（時間計画保全型） 
     各施設や設備の特性に応じ、一定の 

周期を予め定め、期間が経過した時点で 
対策を実施する。 
（例）水道施設：基幹管路(送水管、導水管) 

下水道施設：管渠（圧送管）  など 

【パターン３】予防保全型（劣化監視型）
  点検等により機能低下を把握し、 
限界管理基準に達した段階で対策を

 実施する。 
（例）道路施設：舗装（重要路線）

河川施設：準用河川（重要施設）
公園施設：遊戯施設      など 

【パターン４】事後保全型 
巡視等により劣化・損傷が把握できた

時点で対策を実施する（将来的な利活用、
利用状況を踏まえ、用途変更、廃止等を
視野に入れた管理を実施することを原則 
とする）。 
（例）農業土木施設：農道、用排水路

林道施設：林道            など 1

Ⅰ 予防保全型 

【パターン１】劣化予測型、劣化監視型
状態監視保全型 

施設の劣化予測や、点検等により機能低下を 
把握し、目標管理基準等に達した段階（限界管理
基準の手前段階）で予防的な対策を実施する。 
（例）道路施設：重要橋りょう

河川施設：重要な樋門・樋管
公園施設：遊戯施設
下水道施設：管渠、機械設備  など 

【パターン２】時間計画保全型
   各施設や設備の特性に応じ、一定の周期を予 

め定め、期間が経過した時点で対策を実施する。 
（例）水道施設：基幹管路(送水管、導水管)、

電気設備、機械設備 
 下水道施設：電気設備     など 

Ⅱ 事後保全型 

【パターン３】劣化監視型
点検等により機能低下を把握し、限界管理

  基準に達した段階で対策を実施する。 
（例）道路施設：横断歩道橋、トンネル 

河川施設：重要な雨水管路   など 

【パターン４】地元連携（劣化監視含む） 
巡視等により劣化・損傷が把握できた時点で 
対策を実施する。 
（例）農業土木施設：農道、用排水路

林道施設：林道        など 

図表3－１ 管理手法のパターン（イメージ図）

 目標管理基準

 限界管理基準 劣化予測

供用年数

パターン１

健
全
度

修繕修繕

 限界管理基準

供用年数

パターン２

健
全
度

目標耐用年数

更新

標準耐用年数

 限界管理基準

供用年数

パターン３

健
全
度

修繕修繕

 限界管理基準

供用年数

パターン４

健
全
度

修繕、更新
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頁 現行（2017年3月策定） 改定内容 改定理由
３　目標指標 ３　目標指標

18

本計画に基づく取組の成果を測る指標としては、「計画期間内の施設の老
朽化に起因する重大事故ゼロの継続」を目標とする。
なお、公共施設等について、個別施設計画を原則2020年度末までに策定

する中で、公共施設等の総量や中長期的な管理にかかる経費の削減額などの
定量的な目標値を設定することを検討する

計画に基づく安全対策を着実に実施することで「計画期間内における施設
の老朽化に起因する重大事故ゼロの継続」を達成することを目標とする。
また、第８次総合計画後期実践計画期間（2021年度～2024年度）におけ
る施設の維持に関する事業費（修繕、改修等のハード対策）について、
「年平均160億円規模の予算確保」を目指す。

総務省作成の策定指針に基づき記載内
容を修正

（新） ４　その他
（新） （１） 民間活力の活用

18 （新）
公共施設等の改修・更新に当たっては、PPP/PFIなど民間活力等の活用

について、施設の特性等を踏まえた官民の役割分担を考慮しながら、施設
の特性やサービス内容・コスト等を比較して積極的に検討を行う。

総務省作成の策定指針に基づき記載を
追加

（新） （２） ユニバーサルデザイン化の推進

18 （新）
公共施設等の改修・更新にあたっては、市民のニーズや関係法令等にお

けるユニバーサルデザインの考え方を踏まえて、ユニバーサルデザインへ
の対応に努める。

総務省作成の策定指針に基づき記載を
追加

（新） （３） 関連する方針等

18 （新）

公共施設のエコ化については、「とよたエコアクションプラン」や「省
エネ指針」に基づき、照明のLED化等を検討することにより、温室効果ガ
スの排出抑制に取り組むとともに、維持管理費の低減を図る。
また、公共施設等の改修・更新に当たっては、「豊田市公共建築物等の木
材利用の促進に関する基本方針」に基づき、木造化、木質化や地域材の優
先的な利用を検討する。

関連計画の内容を追加

第４章 施設ごとの個別方針 第４章 施設ごとの個別方針
１　公共建築物 １　公共建築物
（１）これまでの取組と課題 （１）これまでの取組と課題
① これまでの取組 ① これまでの取組

19
・2007年度から、「公共建築物延命化実行計画」に基づき、屋根・外壁、
指定設備の計画的な修繕を実施している。

・2004年度から、「公共建築物延命化計画」に基づき、屋根・外壁、指定
設備の計画的な修繕を実施している。

延命化実行計画の上位計画である延命
化計画に記載を整理
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頁 現行（2017年3月策定） 改定内容 改定理由
② 施設管理の課題 ② 施設管理の課題

19
・施設の状況に応じた適切な老朽化対策がより一層求められる。
・2028年以降、施設の更新時期が集中し、経費の増加が懸念されるため、
更新時期の平準化を進める必要がある。

・施設の状況に応じた適切な老朽化対策がより一層求められる。
・老朽化した施設の更新時期が集中し、経費の増加が懸念されるため、更
新時期の平準化を進める必要がある。

経費の見通しを踏まえて時点修正

（２）公共施設の管理に関する基本的な考え方 （２）公共施設の管理に関する基本的な考え方
① 管理手法 ① 管理手法

19

・施設の安全性を確保し、計画的な管理を行うため、長寿命化により更新時
期の平準化を図る。
・施設の特性に応じて設定した管理区分を用い、施設を分類する中で、将来
の施設の需要等を適宜判断し、管理を行う。

・施設の安全性を確保し、計画的な管理を行うため、長寿命化により更新
時期の平準化を図る。
（削除）

現状の運用と合わせた記載内容の修正

図表3－1 管理のパターン（イメージ図） （削除）

19 （削除） 現状の運用と合わせた記載内容の修正

【パターン１】 
  20 年周期での設備の老朽化、
材料の劣化等に対応した修繕
を実施する。 

【パターン２】 
  20 年周期での設備の老朽化、
材料の劣化等に対応した修繕
及び築後 40年程度での大規模
な改修を実施する。 

【パターン３】 
材料の劣化等に対応した

必要最小限の修繕を実施する。 

必要最小限の修繕 

必要最小限の修繕

必要最小限の修繕
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頁 現行（2017年3月策定） 改定内容 改定理由
② 点検・診断等の実施方針 ② 点検・診断等の実施方針

19

・施設の安全性を確保するため、建築基準法等による法定点検を実施し、施
設の状況把握に努める。
・点検結果等の情報を修繕履歴台帳に集約し、その後の修繕計画等に反映す
ることで、結果の有効活用を行う。

・施設の安全性を確保するため、建築基準法等による法定点検を実施し、
施設の状況把握に努める。
・点検結果等の情報を（削除）集約し、その後の修繕計画等に反映するこ
とで、結果の有効活用を行う。

現状の運用と合わせた記載内容の修正

③ 維持管理・修繕・更新等の実施方針 ③ 維持管理・修繕・更新等の実施方針

19

・維持管理の実施に当たっては、施設の利用状況や運営コストなどを踏まえ
た施設の評価を行い、実施内容を検討する。合わせて、耐久性の高い材料を
使用することや省エネ機器の導入等を検討することなどにより、経費の縮減
を図る。

・維持管理の実施に当たっては、施設の利用状況や運営コストなどを踏ま
え（削除）実施内容を検討する。合わせて、耐久性の高い材料を使用する
ことや省エネ機器の導入等を検討することなどにより、経費の縮減を図
る。

現状の運用と合わせた記載内容の修正

⑥ 長寿命化の実施方針 ⑥ 長寿命化の実施方針

20

・公共建築物の管理区分により、以下の視点で長寿命化を進める。
・全市又は広域の拠点となる施設は、20年周期での設備の老朽化、材料の劣
化等に対応した修繕を行い、地域の拠点となる施設は、20年周期での同様の
修繕を基本とし、施設の特性に応じて建築40年程度での大規模改修を行う。
・将来の人口動向や社会環境、需要の変化への対応が求められる施設は、20
年周期での設備の老朽化、材料の劣化等に対応した修繕あるいは材料の劣化
に対応した必要最小限の修繕を行っていく。

（削除）
・特性に応じた予防保全型及び事後保全型の管理を行い、長寿命化対策を
適切な時期に実施し、目標使用年数を原則57年以上（学校施設（小学校、
中学校、特別支援学校）は原則80年以上）に設定する。

個別施設計画の策定を踏まえた記載内
容の修正

⑦ 統合（機能の集約化・複合化）や廃止の推進方針 ⑦ 統合（機能の集約化・複合化）や廃止の推進方針

（新）
・計画期間（～2026年度）において施設の更新対象となった施設について
は、統合・廃止の検討対象施設とし、具体的な統合・廃止の検討に着手す
る。

現状の運用と合わせた記載内容の修正

⑧ 総合的かつ計画的な管理を実現するための体制の構築方針 ⑧ 総合的かつ計画的な管理を実現するための体制の構築方針

20

・公共建築物の維持管理を計画的に進めていくため、2007年度に策定した
「公共建築物延命化実行計画」を見直し、「豊田市公共施設等総合管理計
画」の趣旨を踏まえた個別施設計画を、原則2020年度までに策定する。
・なお、国の通知に基づき、公立学校及び公立社会教育施設については、別
途、個別施設計画を、原則2020年度までに策定する。

・公共建築物の維持管理を計画的に進めていくため、2003年度に策定した
「公共建築物延命化計画」を踏まえて総合的な管理を進める。
（削除）
・公共建築物の維持管理に当たっては、「豊田市建築物等保全規程」に定
めるところにより、全庁統括的な管理を行っていく。

・延命化実行計画の上位計画である延
命化計画に記載を整理
・個別施設計画の策定を踏まえて記載
を整理
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頁 現行（2017年3月策定） 改定内容 改定理由
２ 道路施設 ２ 道路施設
（１）これまでの取組と課題 （１）これまでの取組と課題
① これまでの取組 ① これまでの取組

21

ア 舗装
・通常巡視や地元申請（情報提供）などに基づき、劣化箇所を把握し、措置
を実施している。
・2013年度から3か年をかけて舗装の劣化状態を把握するため、幹線1･2級
市道を中心とした路面性状調査を実施している。

ア 舗装
・通常巡視や地元からの情報提供などを基に、劣化箇所を把握し、措置を
実施している。
・2013年度から2015年度にかけて舗装の劣化状態を把握するため、幹線
1･2級市道を中心とした市道約711㎞について路面性状調査を実施してい
る。

個別施設計画の策定を踏まえた記載内
容の修正

21

イ 橋りょう
（略）
・2014年の道路法施行規則の一部改正等に伴い、定期点検手法を遠方目視
から近接目視に変更し、継続して点検を実施している。

イ 橋りょう
（略）
・2014年の道路法施行規則の一部改正等に伴い、定期点検手法を遠方目視
から近接目視に変更し、継続して点検・診断を実施している。

現状の運用と合わせた記載内容の修正

21

オ 横断歩道橋
（略）
・2014年の道路法施行規則の一部改正等に伴い、2014年度に全ての横断歩
道橋を対象に近接目視による点検を実施し、その結果に基づき、2015年度
に「豊田市横断歩道橋修繕計画」を策定した。

ウ 横断歩道橋
（略）
・2014年の道路法施行規則の一部改正等に伴い、2014年度から5年に１回
の頻度で近接目視による点検・診断を実施している。
・（削除）2016年度に「豊田市横断歩道橋修繕計画」を策定し、計画に基
づき、維持管理を実施している。

現状の運用と合わせた記載内容の修正

21

ウ トンネル
（略）
・2014年の道路法施行規則の一部改正等に伴い、2015年度に近接目視によ
る定期点検・診断を実施した。
（新）

エ トンネル
（略）
・2014年の道路法施行規則の一部改正等に伴い、2015年度から5年に１回
の頻度で近接目視による定期点検・診断を実施している。
・2019年度に「豊田市トンネル修繕計画」を策定し、計画に基づき、維持
管理を実施している。

現状の運用と合わせた記載内容の修正

21

エ シェッド
・過去に点検・診断の実績がなかったが、2014年の道路法施行規則の一部
改正等に伴い、2015年度に近接目視による定期点検・診断を実施した。
（新）

オ シェッド、大型カルバート
・過去に点検・診断の実績がなかったが、2014年の道路法施行規則の一部
改正等に伴い、2015年度から5年に１回の頻度で近接目視による定期点
検・診断を実施している。
・2019年度に「豊田市シェッド修繕計画」及び「豊田市大型カルバート修
繕計画」を策定し、計画に基づき維持管理を実施している。

現状の運用と合わせた記載内容の修正
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頁 現行（2017年3月策定） 改定内容 改定理由

22 （新）

カ 道路土工構造物
・2016年から2019年に道路土工構造物スクリーニング調査を行い、目視
により道路土工構造物を抽出した。
・2019年から道路土工構造物の点検を行い、台帳の作成を実施している。

現状の運用と合わせた記載内容の修正

22

カ 道路附属施設
（略）
・道路附属施設のうち門型標識については、2014年の道路法施行規則の一
部改正等に伴い、2014年度に全ての施設を対象に近接目視による点検を実
施した。

キ 道路附属施設
（略）
・道路附属施設のうち門型標識については、2014年の道路法施行規則の一
部改正等に伴い、2014年度と2019年度に全ての施設を対象に近接目視に
よる点検を実施した。

時点修正

（２）公共施設等の管理に関する基本的な考え方 （２）公共施設等の管理に関する基本的な考え方
①管理手法 ①管理手法
図表4－１ 管理区分表 図表4－１ 管理手法の区分表 現状の運用と合わせた記載内容の修正

22
個別施設計画の策定を踏まえた記載内
容の修正

管理区分 主な対象施設 管理方針

Ⅰ
予防保全型 
（劣化予測
型） 

・橋りょう（重要橋りょう）
・トンネル・シェッド 
・横断歩道橋 
・道路附属施設※１

・点検等により機能低下
を把握し、目標管理基準
に達した段階で予防的な
対策を実施する。

Ⅱ
予防保全型 
（劣化監視
型） 

・舗装（重要路線）
・橋りょう 
（重要橋りょう以外） 
・道路附属施設(重要路線)※
２

・点検等により機能低下
を把握し、限界管理基準
に達した段階で対策を実
施する。 

Ⅲ 事後保全型 
・舗装（重要路線以外）
・道路附属施設※３

・巡視等により劣化・損
傷が把握できた時点で対
策を実施する。

※１道路附属施設：門型標識・片持標識 ※２道路附属施設：道路照明灯
※３道路附属施設：路側標識・道路反射鏡
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頁 現行（2017年3月策定） 改定内容 改定理由
③ 維持管理・修繕・更新等の実施方針 ③ 維持管理・修繕・更新等の実施方針

23

ア 舗装
・施設の特性や重要度に応じ管理区分に分類し、管理区分ごとに管理基準を
設け、点検結果に基づき区分ごとの管理基準を確保するよう、計画的に修繕
を実施する。
・管理基準を設けない区分については、巡視や利用者からの通報等で劣化・
損傷状態を把握し、修繕を実施する。

ア 舗装
・施設の特性や重要度に応じた管理手法に分類し、管理手法ごとに管理基
準を設ける。また、点検結果に基づき、区分ごとの管理基準を確保するよ
う、計画的に修繕を実施する。
・管理基準を設けない区分については、巡視や利用者からの通報等で劣
化・損傷状態を把握し、必要に応じて修繕を実施する。

現状の運用と合わせた記載内容の修正

23

イ 橋りょう
・施設の特性や重要度に応じ管理区分に分類し、管理区分ごとに目標供用年
数及び管理基準を設定し、区分ごとの目標供用年数まで管理基準を確保する
よう、点検結果等に基づき計画的に修繕を実施する。
・目標供用年数を経過した施設は、その時点での健全性に応じ、修繕、更
新、廃止を検討する。
・定められた管理基準を下回り、補修しても管理基準まで回復できる見込み
がないと判断された場合は、管理区分の変更、更新又は廃橋を検討する。
・近代化土木遺産に指定されている施設の修繕、廃止については、目標供用
年数、管理基準によらず、個別の施設ごとに検討する。

イ 橋りょう
・施設の特性や重要度に応じた（削除）管理手法ごとに、想定供用年数と
管理水準を設定し（削除）計画的に修繕を実施する。
（削除）
・法定点検により損傷を把握し、修繕計画に適時反映する。
・修繕による回復が見込めない場合には、更新又は撤去を検討する。
・近代化遺産に指定されている（削除）など、特別な施設の修繕について
は別途検討する。

現状の運用と合わせた記載内容の修正

24

ウ 横断歩道橋
・目標供用年数及び管理基準を設定し、点検結果に基づく健全度評価と、施
設の利用状況等に基づく優先度評価により優先順位の高い順から修繕を実施
する。
・目標供用年数を経過した施設は、その時点での健全性に応じ、修繕、更
新、廃止を検討する。
・定められた管理基準を下回り、補修しても管理基準まで回復できる見込み
がないと判断された場合は、更新、廃橋を検討する。

ウ 横断歩道橋
（削除）
・法定点検により損傷を把握し、修繕計画に適時反映する。
・修繕による回復が見込めない場合には、更新又は撤去を検討する。

現状の運用と合わせた記載内容の修正

24

エ トンネル・シェッド
・目標供用年数及び管理基準を設定し、点検結果に基づき修繕を実施する。
・目標供用年数を経過した施設は、その時点での健全性に応じ、修繕、廃止
を検討する。
・定められた管理基準を下回り、補修しても管理基準まで回復できる見込み
がないと判断された場合は、廃止等を検討する。
・近代化土木遺産に指定されている施設の修繕、廃止については、目標供用
年数、管理基準によらず、別途検討する。

エ トンネル（削除）
（削除）
（削除）
・法定点検による健全度評価に基づき、修繕を実施する。
・近代化遺産に指定されている（削除）など、特別な施設の修繕について
は別途検討する。

現状の運用と合わせた記載内容の修正
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頁 現行（2017年3月策定） 改定内容 改定理由

24 （新）
オ シェッド、大型カルバート
・法定点検による健全度評価に基づき、修繕を実施する。
・修繕による回復が見込めない場合には、更新を検討する。

現状の運用と合わせた記載内容の修正

24 （新）

カ 道路土工構造物
・施設の特性や重要度に応じた管理手法に分類し、管理基準を定め点検結
果に基づき修繕を実施する。
・巡視等により発見された損傷箇所については、早期の修繕等を実施する
ことで損傷の悪化を防ぐ。

現状の運用と合わせた記載内容の修正

24

オ 道路附属施設
・道路附属施設ごとに管理基準を定め、点検結果に基づき修繕を実施する。
・門型標識、片持標識については、目標供用年数及び管理基準を設け、点検
結果に基づく健全度評価により優先順位の高い順から修繕、更新を実施す
る。
・道路照明灯、路側標識、道路反射鏡は、設置場所などにより劣化進行度が
異なるため、目標供用年数は設けず、巡視、点検等により損傷を把握した時
点で適切な修繕、更新を実施する。

キ 道路附属施設
・道路附属施設ごとに管理基準を定め、点検結果に基づき管理基準を確保
するよう修繕を実施する。
（削除）
（削除）

現状の運用と合わせた記載内容の修正

④ 安全確保の実施方針 ④ 安全確保の実施方針

24

・点検・診断や巡視等で危険と判断された施設は、交通規制等の応急措置を
施し、利用者の安全を確保する。応急措置を施した施設については、修繕、
更新を行い、構造的安全性を確保し、交通規制等を解除していく。
・修繕、更新の事業効果が見込めない場合で、廃止しても社会的影響が少な
い場合は、廃止を検討する。

・点検や巡視等で危険と判断された施設は、ただちに通行止め等の交通規
制を行い利用者の安全を確保する。利用状況等により存続の必要性がある
施設については修繕又は更新を実施し、構造的安全性を確保したうえで交
通規制を解除する。
（削除）

現状の運用と合わせた記載内容の修正
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頁 現行（2017年3月策定） 改定内容 改定理由
⑤ 耐震化の実施方針 ⑤ 耐震化の実施方針

24

ア 橋りょう
・耐震補強は、重要橋りょうのうち、1996年道路橋示方書より古い基準で
設計された橋長15ｍ以上の橋りょうに対して実施する。
・耐震設計は設計時における最新版の道路橋示方書に基づくものとする。具
体的には「橋りょう耐震事業実施計画」に基づき、耐震補強が未実施の橋
りょうのうち、重要度による対策の優先順位を付け、耐震補強（落橋防止、
橋脚補強等）を実施する。

イ 橋りょう
・耐震補強は、跨線橋、跨道橋など重要橋りょうのうち、｢１９９６年道路
橋示方書｣より古い基準で設計された橋長１５ｍ以上の橋りょうに対して実
施する。
・耐震設計は設計時点で最新の基準を適用する。（削除）

現状の運用と合わせた記載内容の修正

24

イ　トンネル・シェッド、横断歩道橋
・これらの施設は、過去の被災事例や構造形式から、耐震性の高い構造物で
あり、更なる耐震化の必要性については、他自治体の動向に注視しながら
今後検討していく。

ウ　横断歩道橋、トンネル、シェッド、大型カルバート
・（削除）過去の被災事例や構造形式等から耐震性の高い構造物であるた
め、現時点では耐震補強を実施しない。
・ただし、国や他自治体の動向によりその必要性がある場合は、耐震補強
を検討する。

現状の運用と合わせた記載内容の修正

⑥ 長寿命化の実施方針 ⑥ 長寿命化の実施方針

25

ア 橋りょう
・重要橋りょう、それ以外の橋りょうそれぞれに目標供用年数を設定し、計
画的に点検・診断・修繕を実施していくことで長寿命化を図る。
・近代化土木遺産に指定されている施設は、今後、維持管理手法を検討す
る。

ア 橋りょう
・橋りょうの重要度や構造特性に応じて想定供用年数と管理水準を設定
し、法定点検の結果を加味しながら、予防保全型修繕と事後保全型修繕を
組み合わせる事で長寿命化を図る。
（削除）

現状の運用と合わせた記載内容の修正

25

イ トンネル・シェッド
・トンネル・シェッドは、その規模が大きく更新が困難であるため、目標耐
用年数を定めず、可能な限り長寿命化を図るため計画的に修繕を実施してい
く。
・近代化土木遺産に指定されている施設は、個別の施設ごとに維持管理手法
を検討する。
ウ 横断歩道橋
・横断歩道橋は、目標耐用年数を設定し、計画的な点検・診断・修繕を実施
していくことで、長寿命化を図る。

イ 横断歩道橋、トンネル・シェッド、大型カルバート
（削除）
・法定点検の結果に基づく修繕を行っていく事で長寿命化を図る。
（削除）

現状の運用と合わせた記載内容の修正
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頁 現行（2017年3月策定） 改定内容 改定理由

25

エ 舗装、道路附属施設
・設置環境により目標供用年数が設定しづらいこと、数量が膨大であること
から積極的な長寿命化は実施せず、計画的な巡視・点検等により機能低下を
把握し、管理基準に達した段階で対策（修繕、更新、廃止）を実施する。

（削除）
ア 舗装
・路面性状調査、点検巡視から得られた損傷データに基づき計画的に修繕
を実施し、長寿命化を図る。
オ 道路附属施設
・計画的な巡視・点検により健全度を把握し、管理基準に達した段階で修
繕を実施し、長寿命化を図る。

現状の運用と合わせた記載内容の修正

25 （新）
エ 道路土工構造物
・定期的な点検・診断や巡視を行うことにより、損傷等を早期に発見し修
繕を行うことで長寿命化を図る。

現状の運用と合わせた記載内容の修正

⑦ 統合や廃止の推進方針 ⑦ 統合や廃止の推進方針

25
・道路施設の機能の重複や将来の土地利用の変化、人口減少等も見据え、施
設更新時期等に、統合や廃止の検討を行い、総量抑制の取組を進める。

・道路施設の機能（削除）重複や（削除）土地利用状況、人口動向等を見
据え（削除）て統合や廃止の検討を行い総量抑制に努める。

現状の運用と合わせた記載内容の修正

⑧ 総合的かつ計画的な管理を実現するための体制の構築方針 ⑧ 総合的かつ計画的な管理を実現するための体制の構築方針

25

・各施設の管理計画については、2015年度に発足した建設部内組織「道路
施設老朽化対策検討部会」及び付随するワーキンググループ等を定期的に開
催し、継続的にフォローアップを行っていく。また、技術的な観点において
は、必要に応じ、学識者からの助言の機会を設ける。

・各施設の個別施設計画をフォローアップしていくため、建設部内におい
て検討組織を設置する。
・併せて、技術的な観点から学識経験者の助言を得る体制を構築する。

現状の運用と合わせた記載内容の修正

３　河川施設 ３　河川施設
（１）これまでの取組と課題 （１）これまでの取組と課題
① これまでの取組 ① これまでの取組

25
・老朽化対策のため、資料等を基に施設台帳の整理を行い、河川施設の施設
量を把握した。
・2015年度に豊田市河川施設管理方針を策定した。

（削除）
・2015年度に「豊田市河川施設管理方針」を策定した。
・2019年度に「豊田市河川施設管理計画」を策定した。

時点修正
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頁 現行（2017年3月策定） 改定内容 改定理由
② 施設管理の課題 ② 施設管理の課題

25

・山村地域等における河川施設の施設数等の把握ができていないため、確認
が必要である。
・地元自治区や市民からの報告等により対応している状況であり、巡視点検
等も実施できていないため、施設の老朽化等の現状を把握する必要がある。
・適正な維持管理を進めるための組織や手順、ル－ルづくりなど施設管理体
制を構築する必要がある。

（削除）
（削除）
（削除）
・雨水管路や法定外水路等について、施設数や構造、施工年度の把握がで
きていない。また全施設の老朽化等の現状も把握できていないため、確認
が必要である。

現状の運用と合わせた記載内容の修正

（２）公共施設等の管理に関する基本的な考え方 （２）公共施設等の管理に関する基本的な考え方
① 管理手法 ① 管理手法
図表4－2 管理区分表 図表4－2 管理手法の区分表

26 現状の運用と合わせた記載内容の修正

※重要施設とは、施設の機能低下・損失による社会的・経済的影響が大き
な施設であり、対象施設ごとに別途設定する。また、必要に応じて管理
区分を変更する。

管理区分 主な対象施設 管理方針

Ⅰ
予防保全型 
（劣化予測
型） 

・重要施設とした樋門・樋管
・放水路

・劣化曲線や点検等によ
り機能低下を予測し、目
標管理基準に達した段
階で、予防的な対策を実
施する。

Ⅱ
予防保全型 
（劣化監視
型） 

・重要施設以外の樋門･樋管
・重要施設とした準用河川
・重要施設とした調整池

・日常巡視・定期点検等に
より機能低下を把握し、
限界管理基準に達した
段階で対策を実施する。

Ⅲ 事後保全型 

・重要施設とした普通河川
・貯留施設
・重要施設とした雨水管路
・重要施設とした排水路
・重要施設以外の調整池

・日常巡視等により劣化・
損傷が把握できた時点
で対策を実施する。 

・重要施設以外の準用河川、
普通河川、雨水管路、排水
路

・市民と連携し、その都
度、地域より要望や通報
を受けて対応する（地元
との連携）。

※重要施設とは、施設の機能低下・損失による社会的・経済的影響が大き
な施設であり、対象施設ごとに別途設定する。また、必要に応じて管理
手法を変更する。

管理手法 主な対象施設 管理方針

Ⅰ

予防保全型 
（劣化予測
型） 

・重要施設とした樋門・樋管
（機械）
・重要施設とした調整池（機
械 

（削除）

・劣化曲線や点検等によ
り機能低下を予測し、目
標管理基準に達する段
階で、予防的な対策を実
施する。

予防保全型 
（劣化監視
型） 

・重要施設とした樋門･樋管
（土木）

・重要施設とした準用河川 
・重要施設とした放水路

・日常巡視・定期点検等に
より機能低下を把握し、
目標管理基準等に達し
た段階で対策を実施す
る。

Ⅱ

事後保全型 
（劣化監視
型） 

・重要施設とした普通河川
・重要施設以外の樋門・樋
管、放水路
・重要施設とした雨水管路
・重要施設とした排水路
・重要施設以外とした調整
池（ダム式等）

・日常巡視等により劣化・
損傷が把握できた時点
で対策を実施する。 

事後保全型（地元

連携型） 

・重要施設以外の準用河川、
普通河川、雨水管路、排水
路、調整池 

・貯留施設

・市民と連携し、その都
度、地域より要望や通報
を受けて対応する（地元
との連携）。
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頁 現行（2017年3月策定） 改定内容 改定理由
② 点検・診断等の実施方針 ② 点検・診断等の実施方針

27
・河川施設の状態を把握するため、施設の特性に応じて日常的なパトロール
による巡視や点検を実施する。また、改修や補修の実施時や自然災害等が発
生した場合に緊急の点検を実施する。

・河川施設の状態を把握するため、施設の特性に応じて、日常の巡視や定
期的な点検を実施する。また、自然災害等が発生した場合に緊急の点検を
実施する。

現状の運用と合わせた記載内容の修正

③ 維持管理・修繕・更新等の実施方針 ③ 維持管理・修繕・更新等の実施方針

27

・①管理手法、②点検・診断等の実施方針に基づき、巡視・点検により、施
設現況の把握、河川台帳、施設台帳を整備し、維持管理データベース等によ
る施設評価を行いながら、「施設維持計画」、「補修更新計画」を策定す
る。

・①管理手法や②点検・診断等の実施方針に基づく巡視・点検により、施
設現況の把握、（削除）施設台帳を整備し、維持管理データベース等によ
る施設評価を行いながら、「修繕・維持・更新計画」を策定する。

現状の運用と合わせた記載内容の修正

④ 安全確保の実施方針 ④ 安全確保の実施方針

27

・地元自治区・市民からの報告等により、安全の確保ができないと判断され
た緊急性の高い施設については、速やかに修繕を行うことで安全の確保を図
る。
・点検・診断等の実施方針に基づき、日常巡視・定期点検を行い、河川施設
の破損や老朽化等を起因とする災害・事故等の未然防止に努める。

・巡視や点検の要綱及び要領に基づき、日常巡視と定期点検を行い、河川
施設の破損や老朽化を起因とする、災害や事故の未然防止に努める。
・地元自治区や市民との連携により、施設損傷等の情報共有を行い、安全
の確保ができないと判断された緊急性の高い施設については、速やかに修
繕を行うことで安全の確保を図る。

現状の運用と合わせた記載内容の修正

⑥ 統合や廃止の推進方針 ⑥ 統合や廃止の推進方針

27

・河川施設のうち重要施設以外の樋門、樋管及び雨水管路、排水路等につい
ては、各施設の排水系統及び位置、規模、背後地状況等を勘案し、機能を整
理して統合や廃止について検討を行い、今後の管理にかかる経費の縮減が図
れると判断された場合に行う。

・河川施設の更新や改築、修繕時に、各施設の排水系統及び位置、規模、
背後地状況等を勘案し、（削除）統合や廃止について検討を行い、今後の
管理に係る経費の縮減が図れると判断された場合に行う。

現状の運用と合わせた記載内容の修正

⑦ 総合的かつ計画的な管理を実現するための体制の構築方針 ⑦ 総合的かつ計画的な管理を実現するための体制の構築方針

27

・管理すべき施設数が多く現状が把握できていない等の課題があるため、今
後は「河川パトロール」等の巡視・点検を行い施設状況把握に努めると同時
に、河川施設を統一的に管理するためのシステム・体制構築について検討す
る。
・河川施設の管理を持続的に取り組んでいけるような組織体制及び事務分担
ルールの作成等を進めていく。

・管理すべき施設数が多く現状が把握できていない等の課題があるため、
今後は（削除）巡視・点検を行い施設状況の把握に努め（削除）、河川施
設管理システムでデータを蓄積し、メンテナンスサイクルの充実を図る。
・河川施設の管理を持続的に取り組んでいけるような組織体制及び事務分
担ルールの検討など作成等を進めていく。

現状の運用と合わせた記載内容の修正
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頁 現行（2017年3月策定） 改定内容 改定理由
４　農業土木施設 ４　農業土木施設
（１）これまでの取組と課題 （１）これまでの取組と課題
① これまでの取組 ① これまでの取組

28

ウ　ため池
・職員が年に１回点検を実施している。また、受益者が水管理・日常管理を
実施している。これらの点検等により、修繕を実施している。
・東日本大震災以降、決壊した場合に下流域に家屋や重要公共施設等があ
り、深刻な被害が想定されるため池を「防災重点ため池」（61池）と定め、
耐震診断を実施した。耐震診断の結果、耐震性が不足するため池の整備を愛
知県の事業で実施している。
・また、「防災重点ため池」に定めていない、その他のため池の大規模な整
備は、地元要望を踏まえ、愛知県の事業として整備している。

ウ　ため池
・市職員が年に１回点検を実施している。また、受益者が水管理・日常管
理を実施している。これらの点検等により、修繕を実施している。
・決壊した場合の浸水区域に家屋や公共施設等が存在し、人的被害を与え
るおそれのあるため池を「防災重点ため池」(１１０池)に選定し、影響度
の高いため池を優先的に耐震対策及び豪雨対策を愛知県の事業で実施して
いる。
・また、「防災重点ため池」に定めていない、その他のため池の大規模な
整備は、地元要望を踏まえ、愛知県の事業として実施している。

現状の運用と合わせた記載内容の修正

② 施設管理の課題 ② 施設管理の課題

28
イ　排水機場
・近年、土地利用の変化により、農業土木施設としての整備の妥当性を検討
する必要がある。

イ　排水機場
・近年における土地利用の変化を踏まえて、農業土木施設としての整備の
必要性や妥当性を検討する必要がある。

現状の運用と合わせた記載内容の修正

（２）公共施設等の管理に関する基本的な考え方 （２）公共施設等の管理に関する基本的な考え方
① 管理手法 ① 管理手法
図表4－３ 管理区分表 図表4－３ 管理手法の区分表

29 現状の運用と合わせた記載内容の修正

管理区分 主な対象施設 管理方針

Ⅰ
予防保全型 
（劣化予測型）

・排水機場 
・防災重点ため
池 

・定期点検等により、劣化状態を
確認し、目標管理基準に達した
段階で予防的な対策を実施し、
施設の長寿命化と管理にかかる
コストの平準化及び縮減を図
る。

Ⅱ
予防保全型 
（劣化監視型）

・農道橋 
（橋長 15ｍ以
上） 
・樋門・樋管 
・その他ため池

・定期点検等により、劣化状態を
確認し、限界管理基準に達した
段階で対策を実施する。

Ⅲ 事後保全型 

・農道 
・用排水路
・揚水機場 
・農道橋 
（橋長 15ｍ未
満）

・地元活動組織や市民との連携に
よる巡視等により、施設の機能
や性能に不都合が生じた施設を
修繕し、管理する。

管理手法 主な対象施設 管理方針

Ⅰ

予防保全型 
（劣化予測型）

・排水機場 
・防災重点ため池

・定期点検等により、劣化状態を
確認し、目標管理基準に達し
た段階で予防的な対策を実施
し、施設の長寿命化と管理に
係るコストの平準化及び縮減
を図る。

予防保全型 
（劣化監視型）

・農道橋 
（橋長 15ｍ以上）
・樋門・樋管 
・その他ため池 

・定期点検等により、劣化状態を
確認し、限界管理基準に達し
た段階で対策を実施する。

Ⅱ 事後保全型 

・農道 
・用排水路
・揚水機場 
・農道橋 
（橋長 15ｍ未満）

・地元活動組織や市民との連携
による巡視等により、施設の
機能や性能に不都合が生じた
施設を修繕し、管理する。
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頁 現行（2017年3月策定） 改定内容 改定理由
③ 維持管理・修繕・更新等の実施方針 ③ 維持管理・修繕・更新等の実施方針

30
ウ　ため池
・「防災重点ため池」は、予防保全として耐震診断を実施し、耐震性不足の
ため池は、愛知県の事業により順次耐震改修を行う。

ウ　ため池
・「防災重点ため池」は、予防保全として優先度が高いため、未整備のた
め池について、愛知県の事業により順次、耐震改修を行う

現状の運用と合わせた記載内容の修正

５ 林道施設 ５ 林道施設
（１）これまでの取組と課題 （１）これまでの取組と課題
① これまでの取組 ① これまでの取組

31
ア 林道
・林道パトロールによる日常点検及び林業従事者、市民などからの報告・要
望により、その都度対策方法を検討する管理を実施している。

ア 林道
・林道パトロール員による日常パトロール及び林業従事者、市民などから
の報告・要望により、その都度対策方法を検討する管理を実施している。

現状の運用と合わせた記載内容の修正

31
イ 林道橋
・2014年度に51橋、2015年度に7橋の点検を実施した。
・2016年度は2橋の修繕工事及び耐震補強を予定している。

イ 林道橋
・2014年度に51橋、2015年度に7橋の点検を実施し、2019年度に47橋
について2回目の点検を実施した。
・2019年度までに5橋の補修・耐震補強工事を実施した。

時点修正

② 施設管理の課題 ② 施設管理の課題

31
ア 林道
・林道の構造上未舗装で急勾配区間では、雨による洗掘が頻繁に発生し修繕
が必要となっている。

ア 林道
・近年の台風の大型化や集中豪雨等により林道災害が多発しており、維持
管理費等に多額の経費が必要となる。
・林道の利用状況等に応じて、林道の管理レベルの見直しを行う必要があ
る。

現状の運用と合わせた記載内容の修正

31

イ 林道橋
・一般管理型点検において、橋りょう関係の技術的経験者又は森林土木（林
道）に係る調査・設計等の経験を有する技術者点検を実施しなくてはならな
いが、当該技術を有する職員がいないため外部委託で対応している。

イ 林道橋
・橋りょう点検診断結果に基づき、施設の補修工事、修繕、更新、廃止な
どを様々な視点から多角的に検討する必要がある。

現状の運用と合わせた記載内容の修正
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頁 現行（2017年3月策定） 改定内容 改定理由
（２）公共施設等の管理に関する基本的な考え方 （２）公共施設等の管理に関する基本的な考え方
図表4－４ 管理区分表 図表4－４ 管理手法の区分表

31 現状の運用と合わせた記載内容の修正

② 点検・診断等の実施方針 ② 点検・診断等の実施方針

32

・管理区分に合わせた点検・診断等を行う。なお、診断は、統一的な診断結
果となるように、その判定方法を確立する。その上で、点検・診断・評価に
より施設の健全性を判断する。
ア 林道
・林道パトロールによる日常点検及び林業従事者、市民による日常監視を実
施する。
イ 林道橋
・林道橋の利用状況に応じて管理区分を設定し、それに合わせて点検を実施
する。

（削除）
・林道パトロール員による日常パトロール及び林業従事者、市民による日
常監視を実施するとともに排水施設等の災害の要因となるものについて
は、定期的に点検を実施する。
（削除）
・林道橋の現場条件等に応じて管理手法を設定した上で点検し、施設の健
全化を判断する。

現状の運用と合わせた記載内容の修正

④ 安全確保の実施方針 ④ 安全確保の実施方針

32
・施設の点検等で、危険箇所を発見した場合は、同種又は竣工年次が近い施
設についても順次点検等を実施し、事故の未然防止に努める

・林道の日常パトロール、施設の定期点検、及び通報（地元自治区、市
民、林業従事者等）により安全の確保ができないと判断される緊急性の高
いものについては、速やかに修繕を行うことで安全性の確保を図る。

現状の運用と合わせた記載内容の修正

管理手法 主な対象施設 管理方針

Ⅱ

事後保全型 
（劣化監視型）

・林道橋
（橋長 15ｍ以上） 
・1 級河川を占用す
る橋

・施設特性や安全性・経済性を考
慮しつつ、定期点検等により、
劣化の有無や兆候を可能な限
り確認又は予測して、故障（異
常）が発生する前に修繕を実施
することで、性能・機能の保持・
回復を図る。

事後保全型 
（地元連携） 

・林道
・林道橋
（劣化監視型に該 
当しない橋）

・定期点検及び林道パトロール
による日常点検等により安全
性を確保しつつ、機能や性能に
不都合が生じた施設が確認さ
れ次第、対応の必要性を判断す
る。

図表4－４ 管理手法の区分表
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頁 現行（2017年3月策定） 改定内容 改定理由
⑤ 耐震化の実施方針 ⑤ 耐震化の実施方針

32
・管理区分に合わせた耐震化を行う。なお、管理区分Ⅱに属する施設につい
ては、BCP（業務継続計画）の対策強化の視点から耐震化の必要性を検討す
る。

・管理手法に合わせた耐震化を行う。なお、管理手法の区分Ⅱに属する施
設については、BCP（業務継続計画）の対策強化の視点から耐震化の必要
性を検討する。

現状の運用と合わせた記載内容の修正

６　公園施設 ６　公園施設
（１）これまでの取組と課題 （１）これまでの取組と課題
① これまでの取組 ① これまでの取組

33

（略）
ア　都市公園
・国の公園施設長寿命化計画策定指針（案）に基づき、2012年３月に「豊
田市公園施設長寿命化計画」を策定し、2013年度から2015年度までの３か
年で54公園の遊戯施設等について更新又は撤去を実施した。

（略）
ア　都市公園
・国の「公園施設長寿命化計画策定指針（案）」に基づき、2012年３月に
「豊田市公園施設長寿命化計画」を策定し、2013年度から2019年度まで
の7か年で66公園の遊戯施設等について更新又は撤去を実施した。

時点修正

33

イ　地域広場
・国の公園施設長寿命化計画策定指針（案）に基づき、2013年２月に「豊
田市地域広場施設長寿命化計画」を策定し、2013年度から2015年度までの
３か年で99広場の遊戯施設について更新又は撤去を実施した。

イ　地域広場
・国の「公園施設長寿命化計画策定指針（案）」に基づき、2013年２月に
「豊田市地域広場施設長寿命化計画」を策定し、2013年度から2019年度
までの7か年で178広場の遊戯施設について更新又は撤去を実施した。

時点修正

（２）公共施設等の管理に関する基本的な考え方 （２）公共施設等の管理に関する基本的な考え方
図表4－５ 管理区分表 図表4－５ 管理手法の区分表

34 現状の運用と合わせた記載内容の修正

管理区分 主な対象施設 管理方針

Ⅰ
予防保全型 
（劣化予測

型） 

都市公園 
園路広場
（重要道路で高速道路国道、
県道を跨ぐ橋りょう） 

・点検等により機能低
下を把握し、目標管理
基準に達した段階で
予防的な対策を実施
する。

Ⅱ
予防保全型 
（劣化監視

型） 

都市公園・地域広場 
遊戯施設 
（すべり台、ﾌﾞﾗﾝｺ等） 
※原則、借地による地域広場
については、事後保全型と
する。

・点検等により機能低
下を把握し、限界管理
基準に達した段階で
対策を実施する。 

Ⅲ 事後保全型 

都市公園・地域広場 
園路広場
（園路や広場の舗装等）
修景施設（噴水、花壇等） 
休養施設（四阿、休憩所等）
運動施設（ﾊﾞｽｹｯﾄｺﾞｰﾙ等） 
教養施設（記念碑等）
便益施設（便所）
管理施設（ﾌｪﾝｽ、車止め等）

・施設の日常的な維持
管理や点検を行い、施
設の機能が果たせな
くなった段階で取り
換えるよう管理する。

管理手法 主な対象施設 管理方針

Ⅰ

予防保全型 
（劣化予測

型） 

都市公園 
園路広場
（重要道路で高速道路国道、
県道を跨ぐ橋りょう） 

・点検等により機能低
下を把握し、目標管理
基準に達した段階で
予防的な対策を実施
する。

予防保全型 
（劣化監視

型） 

都市公園・地域広場 
遊戯施設 
（すべり台、ﾌﾞﾗﾝｺ等） 
休養施設（四阿等） 
管理施設（照明灯等）
（削除）

・点検等により機能低
下を把握し、限界管理
基準に達した段階で
対策を実施する。 

Ⅱ 事後保全型 

都市公園・地域広場 
園路広場
（園路や広場の舗装等）
修景施設（噴水、花壇等） 
休養施設（ベンチ等） 
運動施設（ﾊﾞｽｹｯﾄｺﾞｰﾙ等） 
教養施設（記念碑等）
便益施設（便所）
管理施設（ﾌｪﾝｽ、車止め等）

・施設の日常的な維持
管理や点検を行い、施
設の機能が果たせな
くなった段階で取り
換えるよう管理する。
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頁 現行（2017年3月策定） 改定内容 改定理由
③ 維持管理・修繕・更新等の実施方針 ③ 維持管理・修繕・更新等の実施方針

35
ア　都市公園
・「豊田市公園施設長寿命化計画」で定めた管理区分に従って、計画的な維
持管理や更新を行い、施設の安全確保と長寿命化を図る。

ア　都市公園
・「豊田市公園施設長寿命化計画」で定めた管理手法に従って、計画的な
維持管理や更新を行い、施設の安全確保と長寿命化を図る。

現状の運用と合わせた記載内容の修正

35
イ　地域広場
・「豊田市地域広場施設長寿命化計画」で定めた管理区分に従って、計画的
な維持管理や更新を行い、施設の安全確保と長寿命化を図る。

イ　地域広場
・「豊田市地域広場施設長寿命化計画」で定めた管理手法に従って、計画
的な維持管理や更新を行い、施設の安全確保と長寿命化を図る。

現状の運用と合わせた記載内容の修正

７　水道施設 ７　水道施設
（１）これまでの取組と課題 （１）これまでの取組と課題
①これまでの取組 ①これまでの取組

36

・具体的施策を示した基本計画「新・豊田市水道ビジョン」を策定し、
2015年度から運用を開始した。
・管網評価指標による整備の優先順位付けを行い、経年管整備を実施してい
る。
・豊田市水道施設耐震化プランに基づき主要20施設及び、それらを結ぶ12
路線の基幹管路の水道施設の耐震化を進めている。
・日常点検・定期点検の結果を踏まえ、適切な設備修繕を実施している。
・漏水路線調査を実施し、緊急度の高い漏水多発路線の敷設替えを実施して
いる。

・水道事業の方向性を示した「新・豊田市水道ビジョン」（2015年3月）
（削除）に基づき、計画的に施策を推進している。
・これまでも管網評価指標による（削除）経年管整備を実施してきたが、
今後は2020年3月に策定した「水道ストックマネジメント計画」により、
水道施設の保守・点検・調査・更新を計画的・効率的に実施し、施設全体
の最適化を図っている。
・これまでも「豊田市水道施設耐震化プラン」に基づき（削除）水道施設
の耐震化を進めて（削除）きたが、今後は2020年3月に策定した「新水道
耐震化プラン」により、耐震化対策と応急対策を同時に進め、効率的に地
震対策を実施している。
・2020年４月より導入した設備台帳・現場点検システムにおいて、日常点
検・定期点検などの（削除）情報を蓄積することで、維持管理情報を起点
としたマネジメントサイクルを行い、維持管理の最適化を図っている。
・ＡＩ技術を活用した漏水路線調査の（削除）実施や「水道ストックマネ
ジメント計画」への補完など（削除）、緊急度の高い（削除）老朽管の敷
設替えを実施している。

現状の運用と合わせた記載内容の修正
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頁 現行（2017年3月策定） 改定内容 改定理由
②施設管理の課題 ②施設管理の課題

36

・高度経済成長期における人口増加や行政需要の増大に合わせて建設された
施設が膨大であり、老朽化に伴う更新経費が一時期に集中することで財政面
に大きな影響を及ぼすことが懸念される。
・将来的な人口減少やそれによる水需要減少が見込まれる中で、ダウンサイ
ジングや施設統合も念頭に置いた更新計画を構築することが必要である。

・高度経済成長期における人口増加や水道需要の増大に合わせて建設された
施設が膨大であり、今後増加する老朽化施設の更新は急務である。また、
（削除）更新経費が一時期に集中することで財政面に大きな影響を及ぼす
ことが懸念される。
・将来的な人口減少やそれによる水需要減少が見込まれる中で、ダウンサ
イジングや施設統廃合も（削除）を推進し、ライフサイクルコストの削減
を図っていくことが必要である。
・限られた財源の中で、水道施設全体を早期に耐震化を図ることは難しい
ため、地震危険度などを総合的に判断した優先順位を元に、地震による被
害を軽減するための耐震化事業を推進していく。

現状の運用と合わせた記載内容の修正

（２）公共施設等の管理に関する基本的な考え方 （２）公共施設等の管理に関する基本的な考え方

37

・水道サービスの維持向上を施設管理目標に掲げ、適切な点検・調査を実施
して施設の健全度の把握に努め、予防保全と事後保全を適切に組み合わせた
修繕・改築等の実施によりライフサイクルコストの最適化を図ることを基本
方針とする。
・具体には、2020年度の本格導入を目指すアセットマネジメントの一環と
して策定する「ストックマネジメント計画」において、施設及び管路等の現
状把握に基づいたリスク評価を踏まえながら、個別施設における管理目標の
設定や中長期的な改築事業の内容精査と財源調整を行い、点検・調査計画及
び修繕・改築計画を定めていく。
・また、策定した計画については毎年度のPDCAによる見直しに加え、苦情
や緊急修繕箇所等の施設情報を蓄積し活用することで、精度向上を図ってい
く。

・（削除）「新・豊田市水道ビジョン」に掲げる老朽化対策を推進するた
め、リスク評価等による優先順位を付けた上で、水道施設の保守・点検・
調査と更新・改築を行い施設全体の最適化を図り、市民への安全・安心な
水道サービスの提供と健全な事業運営を継続していく。
・（削除）「水道ストックマネジメント計画」において、施設及び管路等
の現状把握に基づいたリスク評価を踏まえながら、個別施設における管理
手法・目標耐用年数の設定や中長期的な改築・更新事業の財源調整を行
い、点検・調査計画及び修繕・改築計画を定めていく。
・（削除）「水道ストックマネジメント計画」は毎年度進捗状況の管理や
目標に対する達成度の評価を行い、４年を目安に計画内容の精査や見直し
を実施する。これらのPDCAサイクルを繰り返すことによって管路・施設の
健全性を保つ。（削除）加えて、（削除）故障情報やメーカー点検結果情
報等の施設情報を蓄積し活用することで、（削除）計画的な管理を推進し
ていく。

現状の運用と合わせた記載内容の修正
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頁 現行（2017年3月策定） 改定内容 改定理由
①管理手法 ①管理手法
図表4－６ 管理区分表 図表4－６ 管理手法の区分表 現状の運用と合わせた記載内容の修正

37 現状の運用と合わせた記載内容の修正
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頁 現行（2017年3月策定） 改定内容 改定理由
② 点検・診断等の実施方針 ② 点検・診断等の実施方針

38

・重要性の高い施設、老朽化の進んだ施設等を考慮してリスク評価を行い、
適切な点検・調査計画を策定して実施する。
・施設の耐用年数や健全度予測を考慮して、適切な時期に点検・調査を実施
する。
・点検・調査結果や健全度の判定結果等の情報を蓄積してデータベースを構
築し、これをいかして点検・調査計画の定期的な見直しを行い、精度や効果
の向上を図る。
・管路施設の点検・調査は、簡易な調査方法を導入してスクリーニングを図
るなど効率的に実施する。

・施設の耐用年数や健全度予測を考慮して、適切な時期に点検・調査を実
施する。
・点検・調査結果や健全度の判定結果等の情報を蓄積してデータベースを
構築し、これをいかして点検・調査計画の定期的な見直しを行い、精度や
効果の向上を図る。
・管路施設の点検・調査は、簡易な調査方法を導入してスクリーニングを
図るなど効率的に実施する。
・管路の保守点検は、日常点検（巡視点検）やＡＩ技術を活用した漏水調
査の結果に基づき、異常兆候の予測によって、修繕等を適切に行うことで
管路の健全性を確保する。
・施設については、日常点検（巡視点検）に現場点検システムを活用し、
日々の点検結果をシステムに反映する。

現状の運用と合わせた記載内容の修正

③ 維持管理・修繕・更新等の実施方針 ③ 維持管理・修繕・更新等の実施方針

38

・各施設の特性や点検・調査方法を考慮して、劣化予測や時間計画保全と
いった予防保全型の管理方法を適切に選定する。
・劣化予測型の管理を行う施設は、適切な時期に点検・調査を行い、ライフ
サイクルコストの最適化を考慮して適切な対策（修繕・長寿命化・更新）を
行う。
・時間計画保全型の管理を行う施設は、維持管理に関する履歴情報を蓄積し
て更新時期の精度を高めて効率化を図る。

・「水道ストックマネジメント計画」の管理手法に沿って、各水道施設を
適正に区分けし適切に維持管理を行う。
・管路の更新は、管種ごとに目標耐用年数を設定し、超過した管路を順
次、更新する。原則、超過年数の大きい管路から優先して更新を行う。
・施設の更新は、各設備に設定した目標耐用年数を基に、耐用年数を超過
した設備割合の多い機場から優先して更新を行う。
・状態監視保全型の管理を行う施設は、適切な時期に点検・調査を行い、
ライフサイクルコストを考慮して適切な対策（修繕、長寿命化、更新）を
行う。
・定期点検結果や工事情報等を設備台帳システムに反映し、積み上げた情
報を基にリスク評価を行い適切な維持管理と更新を図る。

現状の運用と合わせた記載内容の修正

④ 安全確保の実施方針 ④ 安全確保の実施方針

39
・管路及び施設について、予期せぬ異常や故障による施設全体の機能が停止
することがないよう、計画的に点検・調査を実施するなど安全確保に努め
る。

・管路や施設について、予期せぬ異常や故障によって施設全体の機能が停
止することがないように、「水道ストックマネジメント計画」を確実に実
施することで、安全確保を図る。

現状の運用と合わせた記載内容の修正
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頁 現行（2017年3月策定） 改定内容 改定理由
⑤ 耐震化の実施方針 ⑤ 耐震化の実施方針

39
・「豊田市下水道総合地震対策計画」に基づき、主要な汚水処理場やポンプ
場、また重要な幹線管路等の耐震化について、優先的に進めていくべき施設
や管路を設定し早期に完了できるよう事業進捗を図る。

・「新水道耐震化プラン」に基づき、耐震対策として、地震による被害の
抑制や影響を最小化するため、重要給水施設管路の耐震化、主要な基幹管
路の耐震化、施設の耐震化を行う。また応急対策として、応急給水施設を
強化するため、災害拠点給水設備などの市民が直接給水を受けるための設
備を整備・改修する。

現状の運用と合わせた記載内容の修正

⑦ 統合や廃止の推進方針 ⑦ 統合や廃止の推進方針

39
・管路施設については、現時点で代替性がないため施設の統合や廃止は行わ
ないものとするが、汚水処理場及びポンプ場のうち一部の施設については、
施設の有効活用を検討していく。

・老朽化により水質維持が困難な施設や、管理方法が特殊で維持管理に苦
慮している施設、またランニングコストの削減を目的とした計画に位置付
けられた施設について、更新時期に合わせた統合や廃止、給水区域の再編
等の検討を行い効率的な水運用を進める。

現状の運用と合わせた記載内容の修正

⑧ 総合的かつ計画的な管理を実現するための体制の構築方針 ⑧ 総合的かつ計画的な管理を実現するための体制の構築方針

39

・アセットマネジメントの構築によって、必要な財源及び人員の確保、災害
対策や緊急時の迅速対応が可能な配置など、必要な体制構築に努める。
・各施設の施設管理者の知識・技術の向上への取組を推進するとともに、包
括民間委託等を活用し効率的な管理体制を構築する。

・アセットマネジメントの適切な運用によって、発注方法の検討や効率的
な事務執行、必要な財源及び人員の確保、災害対策や緊急時の迅速対応が
可能な配置など、必要な体制構築に努める。
・各施設の施設管理者の知識・技術の向上への取組を推進するとともに、
民間委託等を活用し効率的な管理体制を構築する。

現状の運用と合わせた記載内容の修正
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頁 現行（2017年3月策定） 改定内容 改定理由
８　下水道施設 ８　下水道施設
（１）これまでの取組と課題 （１）これまでの取組と課題
①これまでの取組 ①これまでの取組

39

（新）
・「下水道管路長寿命化計画」に基づき、構築後30年以上を経過している施
設の長寿命化対策を実施している。
・「豊田市下水道総合地震対策計画」に基づき、重要な施設から順次耐震補
強対策を実施している。
（新）

・下水道事業の方向性を示した「豊田市下水道ビジョン」（2020年3月）
に基づき、計画的に施策を推進している。
・これまでも「下水道管路長寿命化計画」に基づき、構築後30年以上を経
過している施設の長寿命化対策を実施してきたが、2018年3月に策定した
「豊田市下水道ストックマネジメント計画」により下水道施設の保守・点
検・調査・改築を計画的・効率的に実施し、施設全体の効率化を図ってい
る。
・「豊田市下水道総合地震対策計画」に基づき、重要な施設から順次、耐
震対策を実施している。
・管路及び施設において包括的民間委託を導入し、点検・調査などの情報
を蓄積することで、維持管理情報を起点としたマネジメントサイクルを行
い、効率的な維持管理体制を構築している。

現状の運用と合わせた記載内容の修正

②施設管理の課題 ②施設管理の課題

40
・膨大な下水道施設について、点検・調査・修繕・改築によるコストの集中
的な増大が懸念されるとともに、管路の破損などによる道路陥没や公共用水
域の水質悪化などのリスクが高まっている。

・膨大な下水道施設の老朽化が加速的に進行することが想定される。それ
に伴い、維持管理経費が一時的に集中することで、財政面に大きな影響を
及ぼすことが懸念される。
・将来的な人口減少や、それによる汚水量減少が見込まれる中で、汚水処
理施設の統廃合を推進し、ライフサイクルコストの削減を図っていくこと
が必要である。
・限られた財源の中で、雨水管路施設全体を早期に耐震化を図ることは難
しいため、優先順位を定め、地震による被害を軽減する必要がある。

現状の運用と合わせた記載内容の修正
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頁 現行（2017年3月策定） 改定内容 改定理由
（２）公共施設等の管理に関する基本的な考え方 （２）公共施設等の管理に関する基本的な考え方

40

・下水道サービスの維持向上を施設管理目標に掲げ、適切な点検・調査を実
施して施設の健全度の把握に努め、予防保全と事後保全を適切に組み合わせ
た修繕・改築等の実施によりライフサイクルコストの最適化を図ることを基
本方針とする。
・具体には、2020年度の本格導入を目指すアセットマネジメントの一環と
して策定する「ストックマネジメント計画」において、施設及び管路等の現
状把握に基づいたリスク評価を踏まえながら、個別施設における管理目標の
設定や中長期的な改築事業の内容精査と財源調整を行い、点検・調査計画及
び修繕・改築計画を定めていく。
・また、策定した計画については毎年度のPDCAによる見直しに加え、苦情
や緊急修繕箇所等の施設情報を蓄積し活用することで、精度向上を図ってい
く。

・「豊田市下水道ビジョン」に掲げる老朽化対策を推進するため、リスク
評価等による優先順位を付けた上で、下水道施設の保守・点検・調査と改
築・修繕を行うことで施設全体の最適化を図り、市民への安全・安心な下
水道サービスの提供と健全な事業運営を継続していく。
・「豊田市下水道ストックマネジメント計画」において、下水道施設の現
状把握に基づいたリスク評価を踏まえながら、個別施設における管理手
法・目標耐用年数の設定や中長期的な修繕・改築事業の財源調整を行い、
点検・調査計画及び修繕・改築計画を定めていく。
・「下水道ストックマネジメント計画」は毎年度進捗状況の管理や目標に
対する達成度の評価を行い、5年を目安に計画内容の精査や見直しを実施す
る。これらのPDCAサイクルを繰り返すことによって、下水道施設の健全
性を保つ。加えて、点検調査結果情報等を蓄積し、活用することで、計画
的な管理を推進していく。

現状の運用と合わせた記載内容の修正

①管理手法 ①管理手法
図表4－７ 管理区分表 図表4－７ 管理手法の区分表

41 現状の運用と合わせた記載内容の修正
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頁 現行（2017年3月策定） 改定内容 改定理由
① 点検・診断等の実施方針 ① 点検・診断等の実施方針

42

・点検・調査結果や健全度の判定結果等の情報を蓄積してデータベースを構
築し、これをいかして点検・調査計画の定期的な見直しを行い、精度や効果
の向上を図る。
・管路施設の点検・調査は、簡易な調査方法を導入してスクリーニングを図
るなど効率的に実施することとし、包括的民間委託等の導入を検討する。

・点検・調査結果や健全度の判定結果等の情報を蓄積し、データベースを
構築しながら、これを活用して点検・調査計画の定期的な見直しを行い、
精度や効果の向上を図る。
（削除）

現状の運用と合わせた記載内容の修正

③維持管理・修繕・更新等の実施方針 ③維持管理・修繕・更新等の実施方針

42

・各施設の特性や点検・調査方法を考慮して、劣化予測や時間計画保全と
いった予防保全型の管理方法を適切に選定する。
・劣化予測型の管理を行う施設は、適切な時期に点検・調査を行い、ライフ
サイクルコストの最適化を考慮して適切な対策（修繕・長寿命化・更新）を
行う。
・時間計画保全型の管理を行う施設は、維持管理に関する履歴情報を蓄積し
て更新時期の精度を高めて効率化を図る。

・「下水道ストックマネジメント計画」の管理区分に沿って、各下水道施
設を適正に区分けし、適切に維持管理を行う。
・状態監視保全型の管理を行う施設は、適切な時期に点検・調査を行い、
ライフサイクルコスト（削除）を考慮して適切な対策（修繕・改築）を行
う。
・点検調査結果や工事情報等を台帳システムに反映し、積み上げた情報を
基にリスク評価を行い、適切な維持管理や改築を図る。

現状の運用と合わせた記載内容の修正

④安全確保の実施方針 ④安全確保の実施方針

42
・管路及び施設について、予期せぬ異常や故障による施設全体の機能が停止
することがないよう、計画的に点検・調査を実施するなど安全確保に努め
る。

・下水道施設について、予期せぬ異常や故障による施設全体の機能が停止
することがないよう、「下水道ストックマネジメント計画」を確実に実施
することで、安全確保を図る。

現状の運用と合わせた記載内容の修正

⑦統合や廃止の推進方針 ⑦統合や廃止の推進方針
管路施設については、現時点で代替性がないため施設の統合や廃止は行わな
いものとするが、汚水処理場及びポンプ場のうち一部の施設については、施
設の有効活用を検討していく。

管路施設については、現時点で代替性がないため施設の統合や廃止は行わ
ないものとするが、汚水処理場のうち一部の施設については、広域化を推
進し、施設の統廃合を検討していく。

現状の運用と合わせた記載内容の修正

⑧総合的かつ計画的な管理を実現するための体制の構築方針 ⑧総合的かつ計画的な管理を実現するための体制の構築方針

43
・アセットマネジメントの構築によって、必要な財源及び人員の確保、災害
対策や緊急時の迅速対応が可能な配置など、必要な体制構築に努める。

・アセットマネジメントの適切な運用によって、必要な財源及び人員の確
保、災害対策や緊急時の迅速対応が可能な配置など、必要な体制構築に努
める。

現状の運用と合わせた記載内容の修正
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頁 現行（2017年3月策定） 改定内容 改定理由
第５章　計画の推進 第５章　計画の推進
１　個別施設計画の策定及び全庁的な取組体制の構築 １　（削除）全庁的な取組体制の構築 現状の運用と合わせた記載内容の修正

43

　本計画に基づいて、施設区分ごとに「個別施設計画」を策定し、効果的、
効率的かつ計画的に具体的な取組を推進する。
「個別施設計画」とは、「インフラ長寿命化基本計画」において策定を明

記された、施設ごとの具体の対応方針を定めるものである。
　本計画の推進及び「個別施設計画」の策定・推進に当たっては、部局横断
的な推進体制として、（仮称）公共施設等総合管理計画推進本部会議及び
（仮称）公共施設等総合管理計画調整会議を設置する。合わせて、施設に関
する情報を管理、共有し、全庁的な観点から総合調整を図り、取組を進める
体制を構築する。
　なお、市有財産最適化推進本部会議及び調整会議については、その役割が
重複することから廃止し、（仮称）公共施設等総合管理計画推進本部会議及
び（仮称）公共施設等総合管理計画調整会議に引き継ぐものとする。

　本計画の推進に当たっては、推進体制として設置している普通建設事業
マネジメント会議、公共施設等総合管理計画調整会議、各作業部会の中で
部局横断的に取り組んでいく。
今後、施設の老朽化、人口減少等により社会環境が大きく変化していく

中、公共施設等の必要規模や担う役割も変化していくことが予想されるた
め、時代に応じた施設マネジメントを推進するよう職員研修の開催、先進
事例の情報収集等により体制を強固にする取り組みも並行して実施してい
く。

個別施設計画の策定を踏まえて記載を
整理

２　フォローアップの実施方針 ２　フォローアップの実施方針

43

　本計画の目標指標の達成状況や個別施設計画の策定状況、個別施設計画に
基づく取組の進捗状況等について、毎年度、フォローアップを行い、「第８
次豊田市総合計画・後期実践計画」の策定時期等に合わせ、実態を踏まえた
見直しを行う。
ただし、人口や施設需要など計画の前提条件が現実と大きくかい離した場
合などは、必要に応じて適宜計画を見直すものとする。
また、進捗状況等については、適宜、ホームページ等で公表する。

　本計画の目標指標の達成状況や個別施設計画に基づく取組の進捗状況等
についてPDCAを意識したフォローアップを行い、豊田市総合計画の策定
時期等に合わせ、実態を踏まえた見直しを行う。
ただし、人口や施設需要など計画の前提条件が現実と大きくかい離した

場合などは、必要に応じて適宜計画を見直すものとする。
（削除）

実際の運用方針を踏まえた記載内容の
整理
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頁 現行（2017年3月策定） 改定内容 改定理由
44 （新） 巻末資料１ 公共建築物個別施設計画の概要
（新） １　計画の目的

44 （新）

本計画は「豊田市公共施設等総合管理計画」の基本方針である、「安
全・安心な施設の管理」、「更新時期の平準化と総量抑制を始めとした
トータルコストの縮減」、「施設の有効活用の促進」、「計画的な管理の
推進」の実現に向けて、施設ごとの管理の取組方針について定めたもので
ある。

個別施設計画の策定を踏まえて項目を
追加

（新） ２　計画の位置づけ

44 （新）
本計画は、上位計画である「豊田市公共施設等総合管理計画」に基づい

て、施設ごとの管理の取組方針を示すものである。
個別施設計画の策定を踏まえて項目を
追加

（新） 図表１　計画の位置付け

44 （新）
個別施設計画の策定を踏まえて項目を
追加

（新） ３　対象施設

（新）

原則、床面積100㎡を超える建築物を有する施設
※2019年3月末時点の市有建築物を対象
※解体・譲渡・売却予定施設、利用予定のない施設等は対象外

　※消防団施設は100㎡以下も対象

個別施設計画の策定を踏まえて項目を
追加
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頁 現行（2017年3月策定） 改定内容 改定理由
（新） ４　計画期間

44 （新） 原則、2021年度から2026年度までの６年間とする。
個別施設計画の策定を踏まえて項目を
追加

（新） ５　計画の構成・記載内容

45 （新）
個別施設計画は、原則、用途ごとに策定する「総括表」、施設ごとに策定
する「個別表」、「年次計画表一覧」から構成される。（建替え等の予定
のある施設は一部書式を省略）。各表の記載内容は以下の通り。

個別施設計画の策定を踏まえて項目を
追加

（新） 図表２　構成・記載内容

45 （新）
個別施設計画の策定を踏まえて項目を
追加
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頁 現行（2017年3月策定） 改定内容 改定理由
（新） ６　用途ごとの対象施設及び基本的な方針

46 （新）

用途ごとの対象施設及び基本的な方針等は 次頁以降に示す通り。
※各用途の記載内容は、「総括表」を転記したものである。
※各施設の「基本的な方針」で記載 されている内容は、2021年3月末時
点のものであるため、適宜、見直す可能性がある 。
※基本的な方針の定義は以下の通り。

個別施設計画の策定を踏まえて項目を
追加

46 （新）
個別施設計画の策定を踏まえて項目を
追加

46 （新） 各用途の総括表を記載
個別施設計画の策定を踏まえて項目を
追加
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頁 現行（2017年3月策定） 改定内容 改定理由
（新） ７　計画の推進

104 （新）
本計画の推進体制やフォローアップについては、「豊田市公共施設等総合
管理計画」の「第５章 計画の推進」に準ずる。

個別施設計画の策定を踏まえて項目を
追加

巻末資料・用語集（50音順） 巻末資料２・用語集（50音順）

105
近代化土木遺産
幕末以降に、西洋の近代土木技術が導入されてから第二次世界大戦前までに
築造された土木施設のうち、現存しているもののこと。

近代化遺産
幕末から第２次世界大戦期までの間に建設され、我が国の近代化に貢献し
た産業、交通、土木に係る建造物のこと。

現状の運用と合わせた記載内容の修正

105 （新）

改築
既存の施設の老朽化などにより、施設の全部又は一部の再建設・取り換え
を行うこと。
※「修繕」に該当するものを除く。

現状の運用と合わせた記載内容の修正

105 （新）

ユニバーサルデザイン
年齢、性別、国籍、身体の状況などに関係なく、はじめから誰もが利用し
やすいように、まちや建物、製品、環境、サービスなどをつくろうとする
考え方

現状の運用と合わせた記載内容の修正

106

大規模改修
劣化した施設の性能・機能を、施設全体を対象に、社会変化等に
より新たに求められることとなった水準まで（建設当初の水準以
上に）改善すること。

（削除） 現状の運用と合わせた記載内容の修正
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